
10月16日（火）気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）最終報告書に
関するシンポジウム 「非財務情報の財務情報化～TCFD勧告の意味すること～」

プログラム

シンポジウム　13：30～17：00

第一部　13：40～15：10

休憩（15分）

大手町フィナンシャルシティ カンファレンスセンター

13：30～13：40 ■開会　総合司会：フリ―アナウンサー　櫻田  彩子

13：40～14：10 ■基調講演　金融庁  総合政策局国際室  室長　池田  賢志  様

14：10～14：40 ■基調講演　気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）メンバー、
三菱商事株式会社  サステナビリティ推進部  部長　藤村  武宏  様

14：40～15：10 ■基調講演　年金積立金管理運用独立行政法人GPIF 市場運用部  次長
スチュワードシップ推進課長　小森  博司  様

第二部　15：25～17：00

16：10～16：55

15：25～16：10

■パネルディスカッション

パネリスト：

モデレーター：後藤  敏彦 （ 特定非営利活動法人サステナビリティ日本フォーラム 代表理事 ）

・竹ケ原  啓介 （ 株式会社日本政策投資銀行 執行役員 産業調査本部 副本部長 ）
・荒木  由季子  様（ 株式会社日立製作所  理事  サステナビリティ推進本部  本部長 ）
・小野塚  惠美  様（ ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社

運用本部  スチュワードシップ責任推進部長 ）
・角和  昌浩  様（ 東京大学 公共政策大学院客員教授 ）
・藤村  武宏  様（気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）メンバー、

三菱商事株式会社  サステナビリティ推進部  部長）  

※ 質問票をスタッフにお渡しください

パネルディスカッション「TCFDの勧告にどのように対応するか」

■パネリストによる講話

17：00 ■閉会
■登壇者によるフォトセッション

■開会挨拶　株式会社日本政策投資銀行 設備投資研究所  所長　大石  英生
■来賓挨拶　環境省  大臣官房 環境経済課長　西村  治彦  様



気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）最終報告書に関するシンポジウム

「非財務情報の財務情報化～ TCFD 勧告の意味すること～」

小森　博司（こもり　ひろし）氏

池田　賢志（いけだ　さとし）氏 藤村　武宏（ふじむら　たけひろ）氏

基調講演者 1：

基調講演者 3：

基調講演者 2：

年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）
市場運用部次長、スチュワードシップ推進課長

金融庁 国際室長 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）メンバー、
三菱商事株式会社 サステナビリティ推進部長、
ニューヨーク州弁護士

2016 年 7 月より金融庁国際室長として、G20/G7 や FSB 等に
関する事項を幅広く所掌する中で、気候変動関連の財務情報
開示に係る TCFD 提言の日本における実施も担当。また、庁
内の SDGs 取組戦略プロジェクトチームの事務局をリードし、
金融庁が SDGs に取り組む上での考え方を整理した「金融行
政と SDGs」（本年 6 月公表）をとりまとめた。2012 年 7 月
から国際室長に就任するまでの 4 年間は、金融庁監督局に在
籍し、バーゼル 3 や TLAC 規制の国内実施、FATF 勧告への対
応や主要な銀行の監督などの業務。このほか、金融庁では、
リーマンショック後の規制強化の流れの中で、バーゼル銀行
監督委員会におけるバーゼル 3 を巡る国際交渉も担当。また、
こうした金融関係の業務に加え、国税庁では、OECD 租税委
員会における移転価格税制や PE 課税を巡る国際交渉に携わ
り、外務省ではフィリピン・マニラに赴任し、日本の円借款
事業に係るフィリピン政府との交渉なども経験。

住友信託銀行証券代行部門において証券代行機関として初の 
IR グループを立上げ、国内・海外機関投資家コーポレート・
ガバナンス＋議決権行使情報提供、国内および海外実質株主
判明調査、 ESG に関する国内外機関投資家の情報提供等に従
事。金融庁「我が国金融・資本市場の国際化に関するスタディ
グループ」参考人（ 2009 年 5 月）。 2015 年より現職。 GPIF 
においてスチュワードシップ活動推進における数々の新たな
取組みを主導。国内外での講演多数。国際関係学修士（国際
大学）。

1991 年 東北大学法学部卒業。
1997 年 コロンビア大学ロースクール LLM 取得、2018 年
ハーバード大学ビジネススクール AMP 取得。
1991 年に三菱商事に入社。以来 20 年間、法務部にて企
業法務に従事（うち 5 年間は米国駐在）した。2011 年よ
り同社経営企画部にて経営戦略全般を担当した後、2016
年 4 月に環境・CSR 推進部長に就任し、CSR 全般を担当。
同社が力を入れる東日本大震災復興支援の責任者も務め
た。
現在は、サステナビリティ推進部長として、気候変動問題
や人権問題等、グローバルに生じている環境課題や社会課
題に対して、商社ビジネスを通じた解決策を提供すべく、
同社のサステナビリティ関連施策の企画・運営、ESG 投資
家対応に注力している。

シンポジウム第一部
13:30-15:10　　
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The Task Force did not attempt to assess the level of adoption of its recommendations for this report nor the quality or 
comprehensiveness of existing climate-related financial disclosures. See the Appendix for more information on the review scope and 
approach.
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/
• TCFD

https://www.fsb-tcfd.org/

• TCFD
@fsb_tcfd

• TCFD Knowledge Hub
http://www.tcfdhub.org/

•
takehiro.fujimura@mitsubishicorp.com

TCFD

TCFD
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シンポジウム第二部
15:25-17:00

竹ケ原　啓介（たけがはら　けいすけ） 角和　昌浩（かくわ　まさひろ） 氏

パネリスト：

●モデレーター：

後藤　敏彦（ごとう　としひこ）

株式会社日本政策投資銀行　執行役員　
産業調査本部副本部長
兼　経営企画部サステナビリティ経営室長

東京大学 公共政策大学院 客員教授

サステナビリティ日本フォーラム 代表理事

1989 年一橋大学法学部卒業、同年日本開発銀行（現　( 株 )
日本政策投資銀行）入行。フランクフルト首席駐在員、環境・
CSR 部長等を経て 2017 年よりサステナビリティ経営室長
を兼務として現職。DBJ 環境格付融資の創設など環境金融
分野の企画に長らく従事。現在、同行の産業調査活動を統括。
経済産業省「グリーンファイナンスと企業の情報開示の在
り方に関する「TCFD 研究会」ワーキンググループ」委員、「持
続的成長に向けた長期投資研究会」委員、環境省「環境成
長エンジン研究会」委員、農林水産省「バイオマス産業都
市選定委員会」委員、など公職多数。九州電力 ( 株 )、清水
建設 ( 株 )、富士フィルムホールディングス ( 株 ) 他、CSR
レポート第三者意見書執筆や ESG、SDGs に関する講演等。
共著書に「再生可能エネルギーと新成長戦略」（エネルギー
フォーラム 2015 年）、「気候変動リスクとどう向き合うか」

（金融財政事情研究会 2014 年）など。

１９７７年３月 東京大学法学部政治学科 卒
１９７７年４月 昭和石油（現昭和シェル石油）入社
１９８２－８３年 ロンドン大学東方アフリカ研究所 中近東
学科留学
１９８７－８９年 石油公団に出向
１９９２－９５年 ロイヤル・ダッチ／シェルロンドン本社
に出向
２００３年９月 昭和シェル石油退社
２００３年 10 月 日本エネルギー経済研究所 入所
兼 名古屋大学 エコトピア科学研究所 客員教授
兼 電力中央研究所 客員研究員
２００９年３月 日本エネルギー経済研究所を退所
電力中央研究所 客員研究員を退職
２００９年４月 昭和シェル石油に復帰
昭和シェル石油 チーフエコノミスト
兼 東京大学 公共政策大学院 特任教授
２０１４年３月 名古屋大学 エコトピア科学研究所 客員教
授を退職
２０１６年５月 昭和シェル石油 チーフエコノミスト
兼 東京大学 公共政策大学院 客員教授
２０１７年６月 昭和シェル石油を退職 ( ６３歳 )

サステナビリティ・コミュニケーションネットワーク代表
幹事、日本サステナブル投資フォーラム最高顧問、グロー
バル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン理事、
環境監査研究会代表幹事、環境経営学会会長、一社 EPC 理事、
一社グリーンファイナンス推進機構理事、
アースウォッチジャパン理事、など。
東京大学法学部卒業。

環境管理規格審議委員会 EPE 小委員会委員、環境省環境コ
ミュニケーション大賞審査委員会委員、
環境省環境情報開示基盤整備事業 WG 座長など。
著書に「環境監査入門」（共著）ほか、講演多数。

パネルディスカッション「TCFD の勧告にどのように対応するか」

荒木　由季子（あらき　ゆきこ）氏
株式会社日立製作所　理事（サステナビリティ推進本部長）

1983 年通商産業省（当時）入省。米国マサチューセッツ工
科大学政治学科留学、科学技術庁（当時）、国土交通省など
への出向も含めて、経済産業省で、エネルギー政策、医療・
バイオ政策などに関わる。2008 年に山形県副知事。2012
年韓国麗水国際博覧会政府代表を経て、2012 年 12 月に㈱
日立製作所

入社。1983 年東京大学工学部都市工学科卒業。都市計画学
会会員。生活支援工学会評議員

小野塚　惠美（おのづか　えみ）氏

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社
運用本部スチュワードシップ責任推進部長

2000 年ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント
株式会社入社。営業部、運用部、業務部において多岐にわ
たる資産運用関連業務を経験後、アジア・パシフィックの
運用部チーフ・オペレーティング・オフィサーに就任。 
2016 年 9 月より、運用本部 スチュワードシップ責任推進
室長として ESG（環境・社会・ガバナンス）リサーチ、企
業との対話に従事。2018 年 10月より現職。
GSAM 入社以前は、JP モルガン銀行に２年間在籍。
1997 年上智大学比較文化学部卒。

藤村　武宏（ふじむら　たけひろ）氏
気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）メンバー、
三菱商事株式会社 サステナビリティ推進部長、
ニューヨーク州弁護士

詳細なプロフィールは本冊子の P2 を参照。



非財務評価から見たTCFD

2018年10月16日

パネルディスカッション「TCFDの勧告にどのように対応するか」

【投融資主体としての視点】

Section 1

1



ＤＢＪ評価認証型融資の推移

2018.03末
実績

格付件数 格付融資
累計金額2017FY 累計

環境格付 47件 621件 1兆3,025億円

BCM格付 37件 315件 3,956億円

健康格付 30件 137件 1,550億円

合計 114件 1,073件 1兆8,533億円

2

DBJ環境格付の視点

3

〈コンプライアンス遵守〉
・環境管理、リスク管理

〈コンプライアンスを超える取り組み〉
・SHの要請を踏まえた環境配慮

〈事業との統合〉
・アップサイドの視点
（エコプロダクツ等）

 経営理念や事業戦略の実現に貢献
 環境価値の増大と収益向上
 社会課題の解決と自社ブランド力の向上

 SHから求められる環境・社会への配慮
 バウンダリー拡大

 環境汚染の防止、環境リスク管理
 オフィスの紙・ゴミ・電気管理

企
業
価
値



評価のポイントとしての「リスクと機会」と「インパクト」

（
環
境
へ
の
影
響
）

＋

－
環境負荷等の低減

環境価値の創造

＝社会や顧客の環境負荷低減

＝自社の環境負荷低減 リスク

機 会

t

（出所）吉田全男「環境格付の視点」

4

広範な社会課題の認識と
重要課題（マテリアリティ）の特定

DBJ環境格付取得企業の概要①（マテリアリティ特定状況）

＊対象企業：各年度の評価基準に基づき評価を行った企業

（2014年度44社、2015年度51社、2016年度37社、2017年度40社）

マテリアリティの特定主体と
トップマネジメントの関与

重要課題（マテリアリティ）の特定プロセスにおける
経営戦略や中長期的な企業価値への影響度評価

20%

39%

38%

43%

77%

61%

62%

58%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014

2015

2016

2017

広範な社会課題から特定している
狭義の環境側面を中心に特定している
該当なし

32%

35%

38%

18%

30%

48%

2016

2017

評価・決定プロセスにトップマネジメントが関与している

各課題が企業価値に与える影響を評価している
該当なし

10%

13%

5%

8%

15%

50%

経営会議等、事業戦略を審議決定する

機関にて、マネジメント層が協議し特定

CSR委員会等、サステナビリティ全般の

取り組みを統括する機関にて特定

環境マネジメント委員会等、EMS統括機

関にて特定

統合レポート作成事務局にて特定

トップマネジメントが積極的に議論に関与している
トップマネジメントへの報告または承認にとどまる



DBJ環境格付取得企業の概要② （中期計画の策定状況）

 約半数の企業が、重要な環境課題について、環境中期計画等を策定して取り組みを進捗管理している（②～④）

 環境以外の幅広い社会課題についても、CSR中期計画等を策定しPDCAサイクルを運用している企業は25％ （③及び④）
環境中期計画とCSR中期計画を別々に策定し、進捗管理している企業が未だ多く（③）、環境とCSRのマネジメント体制が統
合されていないことが伺える

 事業戦略に関する中期経営計画と、CSR中期計画・環境中期計画が連動している企業はごく少数に留まり、一体的なマネ
ジメントが課題である

＊対象：2017年度評価基準に基づき評価を行った40社

48%

28%

15%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①中期計画なし

②環境課題に係る環境中期計画のみ有している

③環境中期計画とは別途、CSR中期計画を策定している

④環境課題を含めた中期計画（CSR中期計画等）を有している

DBJ環境格付取得企業の概要③（CO2削減にかかる中長期目標の設定状況）

 半数を超える企業が3年後～5年後を達成年度とするCO2削減目標を設定し、継続的にCO2削減に取り組んでい
るが、約２割の企業が単年度目標のみ設定

 パリ協定達成に向けて、2030年以降の長期ビジョンまたは超長期目標を有する企業は約２割

23%

3%

28%

33%

15%

0% 10% 20% 30% 40%

単年度目標のみ

3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上

＊対象：2017年度評価基準に基づき評価を行った40社

 「ライフサイクル的視点でのCO2排出原単位を
2035年までに半減」することを「TDK環境ビジョ
ン2035」として策定

 日本の温室効果ガス削減目標に準じ、2030年まで
に2013年度比で26％削減をガイドラインとしてい
る

 SBT（Science Based Target）を参考に、今後超長
期での削減活動の策定を視野にいれて、 2031年3
月期での達成を目指す長期目標を設定

2030年以降のビジョン・長期目標の設定事例



2℃シナリオ実現に向けて非連続的なイノベーションを見据えた
シナリオとバックキャスト（2050年ビジョン？）

他方･･･、

 非財務的価値と財務情報の統合（KPI？）

気候変動対応への視点

 バウンダリー

8

長期投資に見合う「ビジネスモデルの持続可能性」に直結す
るテーマであり、ESG金融には極めて整合的なテーマ

 時間軸の長さ（不確実性）

インパクトを計測する場合のバウンダリーはどこまで？

緩和／適応の効果の測定、エコプロ普及効果の帰属？

→TCFDフレームワークの下で開示が進むことは有効

【開示主体としての課題】

Section 2

9



全セクター共通の手引き

 ガバナンス：

気候関連のリスクと機会に係る当該組織のガバナンスの開示

 戦 略：

気候関連のリスクと機会がもたらす当該組織の事業、戦略、財務計画
への現在及び潜在的な影響の開示

 リスクマネジメント：

組織が気候関連リスクをどのように特定し、評価し、マネジメントす
るかについての開示

 指標と目標：

気候関連のリスクと機会がマテリアルな情報の場合、これを評価し、
マネジメントするための測定基準（指標）とターゲットを開示

c)２℃以下のシナリオを含む複数の気候関連シナリオを考慮し、戦略のレジリエンス
を説明

10

a)短期、中期、長期にわたって特定したリスクと機会の記述

銀行向け補足ガイダンス（Supplemental Guidance)

11

ガバナンス： 補足はなし

戦略：

・炭素関連資産（Carbon-related Assets)への与信集中度
・融資及び他の金融仲介事業活動における気候関連のリスク

リスク管理：

・伝統的な銀行業務のリスクカテゴリー（信用リスク、市場リスク、
流動性リスク、オペレーションリスク）に則した気候関連リスクの
整理

・採用しているリスク分類フレームワークの記述

指標と目標：

・短期・中期・長期の融資及び他の金融仲介事業活動において気候関
連リスクを評価するための採用した指標（与信、株式や債券の保有等
に関連した、業種、地域、信用度、平均期間）

・炭素関連資産及び炭素関連機会の金額及び総資産に占める割合



サステナビリティマネジメント体制

DBJグループでは、2017年にサステナビリティ基本方針を定め、ステークホルダーからの多様な要請に対

し、グループ横断的に取組を進めるため、トップマネジメントによる推進体制として、サステナビリティ委
員会（事務局：サステナビリティ経営室）を新設。

①機構上の位置付け：経営会議から委任された審議機関

②所掌：サステナビリティ計画、進捗の審議など（計画は審議のうえ、事業計画と一体で経営会議・取締役
会付議）

③構成：代表取締役（議長：社長）、投資本部長、経営部、財務部、業務企画部、サステナ部を担当する取
締役または常務執行役員

株式会社日本政策投資銀行 産業調査部／サステナビリティ企画部

お問い合わせ先

ご質問、ご相談等がございましたら、何なりと下記連絡先にお問い合わせください。

連絡先

著作権（C）Development Bank of Japan Inc. 2018
当資料は、株式会社日本政策投資銀行（DBJ）により作成されたものです。

当資料は、貴社及び当行間で検討／議論を行うことを目的に貴社限りの資料として作成されたものであり、特定の取引等を勧誘するものではなく、当行がその提案
内容の実現性を保証するものではありません。

当資料に記載された内容は、現時点において一般に認識されている経済・社会等の情勢および当行が合理的と判断した一定の前提に基づき作成されております
が、当行はその正確性・確実性を保証するものではありません。また、ここに記載されている内容は、経営環境の変化等の事由により、予告なしに変更される可能
性があります。

当資料のご利用並びに取り組みの最終決定に際しましては、貴社ご自身のご判断でなされますよう、また必要な場合には顧問弁護士、顧問会計士などにご相談
の上でお取り扱い下さいますようお願い致します。

当行の承諾なしに、本資料（添付資料を含む）の全部または一部を引用または複製することを禁じます。

ありがとうございました
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日立のＴＣＦＤに対応した取り組み

ＴＣＦＤ最終報告書に関するシンポジウム 資料

株式会社 日立製作所 理事
サステナビリティ推進本部 本部長

2018/10/16

荒木 由季子

1© Hitachi, Ltd. 2018. All rights reserved.

1. 日立のＴＣＦＤに関わる動き

2017年12月 The Climate Action 100+ よりレター受領
スコープ１，２、３のCO2排出量合計が世界で100社に入る。
(日立は、製品使用時のCO2発生量が多いため）
３つのエンゲージメント項目のひとつが、TCFDに沿った情報開示の強化。

2017年 6月 「気候関連財務情報開示タスクフォースによる提言（最終報告書）」発表。

2018年 6月 ＴＣＦＤへの賛同を表明。日本の事業会社では３社目。

2018年 8月～ グリーンファイナンスと企業の情報開示の在り方に関する
「TCFD研究会」 に参加



2© Hitachi, Ltd. 2018. All rights reserved.

2．サステナビリティに関する情報開示

サステナビリティレポート2018

ＵＲＬ http://www.hitachi.co.jp/
sustainability/download/index.html

統合報告書2018

ＵＲＬ http://www.hitachi.co.jp/
IR/index.html

投資家含むマルチステークホ
ルダーに対して、 事業や戦略
を通じた日立の価値創造ス
トーリーを開示。

投資家、調査機関、ＣＳＲ
の専門家に対して、非財務
に関する詳細情報を開示

日立SDGsレポート

ＵＲＬ http://www.hitachi.co.jp/
sustainability/sdgs/index.html

日立が企業活動を通じてどのよ
うにSDGsの達成に貢献するかを
記載。

（2018年10月公開予定） （2018年 9月公開）

3© Hitachi, Ltd. 2018. All rights reserved.

3．ＴＣＦＤに関連したレポート開示

ＴＣＦＤにより推奨される情報開示項目に該当する項目は、レポートに掲載。
今後、投資家との対話を通じて、よりよい開示を追求。

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と目標

ＴＣＦＤにより推奨される
情報開示項目

日立サステナビリティレポート2018
での開示事項

環境ビジョンと環境長期目標の推進

環境リスクと機会への対応

環境ガバナンスの継続的強化

環境行動計画の推進（指標と目標）
日立サステナビリティレポート2018 抜粋
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4. 環境ガバナンスの継続的強化

海外地域別CSR連絡会

グローバル
CSRミーティング CSR責任者会議

グローバル
環境ミーティング CSRコーポレート会議

事務局：
サステナビリティ推進本部

• 環境長期目標の達成推進

• サステナビリティ戦略（SDGs*1/ESG）の審議決定

海外ＣＳＲ・環境担当者

環境責任者連絡会

海外地域別環境連絡会

エコマネジメント委員会サステナビリティ推進委員会

サステナビリティ戦略会議

*1 持続可能な開発目標（SDGs）

環境管理の体制
日立全体のグローバルな環境管理体制を構築。重要事項は執行役社長兼
ＣＥＯを議長とするサステナビリティ戦略会議で経営レベルが審議。

5© Hitachi, Ltd. 2018. All rights reserved.

5．環境ビジョンと環境長期目標の推進

環境ビジョン
日立は、ステークホルダーとの協創による

社会イノベーション事業を通じて、環境課題を解決し

生活の質の向上と持続可能な社会の両立を実現する。

% 削減

水・資源循環型
社会を構築

（ 日立グループ内 2010年度比 ）

最小化
% 削減

水・資源循環型
社会を構築

バリューチェーンを通じて
CO2排出量

80％削減 50％削減
（ 2010年度比 ）

お客さまや社会とともに

水・資源循環型
社会を構築

50％改善

水・資源利用効率 2050年度

（ 日立グループ内 2010年度比 ）

自然資本への
インパクトの

最小化
2050年度 2030年度

日立環境イノベーション2050
自然共生社会

をめざすために
低炭素社会
をめざすために

高度循環社会
をめざすために
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6-1. 環境リスクと機会への対応 （リスク）

環境に関するリスク
気候変動のリスクと機会への取り組み

低炭素経済への移行リスク
気候変動の物理的影響に
関連したリスク

リスク ： 炭素税や、燃
料・エネルギー消費への
課税、排出権取引など
が経営コストへの負担増
となる。
対応策 ： 生産の効率
化、省エネルギー化など
による、炭素税などの経
営コスト負担を軽減。

政策および法規制 技術 市場・評判 急性・慢性

リスク ： 技術開発の
遅れによる製品・サービ
スの販売機会消失。
対応策 ： 設計時の
「環境配慮設計アセス
メント」により、環境負荷
の低減を図る。

リスク ： 気候変動問
題への企業の取り組み
姿勢、市場の価値観の
変化。
対応策 ： 日立は環境
長期目標を掲げ、環境
ビジネスの推進により
お客様に選ばれる機会
を増やす。

リスク ： 台風や洪水などの
激化による急性リスク、海面
上昇や長期的な熱波などの
慢性リスクがある。
対応策 ： 工場新設時に洪
水被害を配慮。「日立グルー
プＢＣＰ策定のためのガイドラ
イン」を活用しリスクを軽減。

リスクと機会は、統合報告書にも掲載。

ＴＣＦＤにおける分類に整理。

7© Hitachi, Ltd. 2018. All rights reserved.

6-2. 環境リスクと機会への対応 （機会）

Ｌｕｍａｄａを基盤とするデジタルソリューション

エネルギーの
低炭素化

空間の
低炭素化

モビリティの
低炭素化

革新的技術による
低炭素プロダクツ

非化石エネルギーシステム
・ 風力発電システム
スマートグリッド
・ 分散電源ソリューション
・エネルギーマネジメント

オフィス
・ ビルトータルソリューション
・エレベーター
・エスカレーター
ファクトリー
・ スマートマニュファクチャリン
グ
生活・エコシステム
・ スマートライフ事業
・生活家電

鉄道
・ 運行管理・鉄道情報
システム

・鉄道車両
自動車
・ 電動パワートレイン

システム（蓄電池、モーター、
インバーターほか）

・自動車部品

産業機器
・ アモルファス変圧器
・空気圧縮機
・モーター
高機能材料
・ 電力変圧器用アモルファス
金属材料
・希土類磁石

環境に関する機会 ： 低炭素ビジネスの推進
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2017 20182016
2010
(基準年）

2018環境行動委計画

（年度）

7. 環境行動計画の推進（指標と目標）

2017 20182016
2010
(基準年）

2018環境行動委計画

Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
率

（％）

０

50
33％
（実績）

35％
（実績） 40％

（目標）

製品・サービス使用時

ＣＯ２排出削減率

ファクトリー＆オフィスの
エネルギー使用量
原単位改善率

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量

原
単
位
改
善
率

（％）

０

20

14％
（実績）

12％
（実績）

17％
（目標）

（年度）

2018環境行動計画では、2016年度から2018年度までの詳細な活動項目と目標を
設定。気候変動に関連する代表的な指標と目標を示す。
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TCFD

a holistic approach for transition risk 
assessment. The methodology is 
anchored in analyses of particular 
temperature-based scenarios, including a 
2 C scenario as well as 1.5 C  but 
flexible to a range of such scenarios.

Transition scenarios describe an evolving
economic environment in a consistent
manner across time, sectors, and
geographies

Note the impact of the transition 
scenarios can be positive, negative, or 
neutral depending on the sectors, the 
geographies, and the scenarios.

UNDP Extending Our Horizons, Apr. 2018

Evolving economic environment a holistic approach
SSP
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Saigon Newport Corporation HP
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TCFD最終報告書に関するシンポジウム

日時 : 2018年10月16日(13:30～17:00)

後藤 敏彦
サステナビリティ日本フォーラム代表理事

持続可能な開発のための2030アジェンダ SDGs  
1. S あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

2. ES 飢餓を終わらせ、食糧安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する

3. ES あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

4. S すべての人に包摂的かつ公平な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

5. S ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

6. ES すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

7. ES すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

8. S 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい

雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

9. S 強靭(レジリエント)なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの促進を図る

10. S 各国内および各国間の不平等を是正する

11. ES 包摂的で安全かつ強靭(レジリエント)で持続可能な都市および人間居住を実現する

12. ES 持続可能な生産消費形態を確保する

13. ES 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる ⇒ UNFCCC ⇒ パリ協定
14. ES 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

15. ES 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに

土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

16. S 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、

あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

17.  ES 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバルパートナーシップを活性化する

“G”はすべてに必要。 すべてビジネスの関与(＝ビジネス機会・チャンス)が必須。

ここでのESは後藤私見。
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2015 文明のパラダイムが変った(変えた)
 2015 世界での２つの出来事
 ９月 国連総会 持続可能な開発のためのアジェンダ2030(SDGs)

 12月 気候変動枠組条約 CoP21 パリ協定

パラダイム・シフト
近代(Modern)のパラダイム 「進歩(成長)」 (無限→錯覚)

Post-modern のパラダイム 「持続可能な発展」(有限→現実)

3

パラダイム・シフト SDGs
我々の世界を変革する：
持続可能な開発のための 2030 アジェンダ

TRANSFORMING OUR WORLD:
世界を持続可能でレジリアンとな道筋にシフト

need to shift the world on to a sustainable  

and resilient path. 

我々はこの共同の旅路に乗り出すにあたり、誰
一人残さないことを誓う。

We pledge that no one will be left behind. 
4



パラダイム・シフト パリ協定
 この協定は、世界的な平均気温上昇を産業革命以前に
比べて2℃より十分低く(well below 2℃ )保つとともに、
1.5℃に抑える努力を追求すること、適応能力を向上さ

せること、資金の流れを低排出で気候に強靱な発展に
向けた道筋に適合させること等によって、気候変動の脅
威への世界的な対応を強化することを目的とする。

 今世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出と吸収源に
よる除去の均衡を達成する(「実質排出ゼロ」という意味)
ために、最新の科学に従って早期の削減を行うことを目
的とする。

5

パラダイム・シフト

産業革命以来の大工業文明

化石燃料文明

気候変動対策→ Low Carbonization
「低」炭素

パリ協定後の世界

脱化石燃料→ De-Carbonization
「脱」炭素

経済・社会システムの大変換
6



低炭素経済への移行に関連したリスク
(Transition Risks)
• 政策と法的リスク

• テクノロジーリスク

• 市場リスク

• 評判リスク

気候変動の物理的インパクトに関連したリスク

(Physical Risks)
• 急性的リスク

• 慢性的リスク
7

気候関連のリスク

気候関連の機会

資源効率

エネルギー源

製品とサービス

市場

レジリエンス

8



確定している産業の状況

自動車

 2018年 米カリフォルニアZEV規制開始(全米10州)
 2019年 中国新エネ車製造義務化

 2025年 オランダ・ノルウェー ディーゼル車禁止

 2030年 ドイツ・スウェーデン ディーゼル車禁止

 2030年 インド 化石燃料車販売制限

 2040年 フランス ガソリン・ディーゼル車販売禁止

 2040年 イギリス 同上

内燃機関からの離脱という規範

移行リスクがリスクでなく現実となった。

物流

 2025年 日本 レジ無人化 ICタグ 1千億個
9

３メガバンク他 方針公表 なぜ今?
 2018 年 5 月 15 日 株式会社三菱 UFJ フィナンシャル・グルー

プ 「MUFG 環境方針」「MUFG 人権方針」「MUFG 環境・社会ポ
リシーフレームワーク」 の制定について

 2018 年 6 月 13 日 株式会社みずほフィナンシャルグループ
責任ある投融資等の管理態勢強化について

 2018年6月18日 株式会社三井住友銀行

三井住友銀行は6月18日、石炭火力発電、パーム油、

森林の3セクターについて融資方針を制定した。Access Denied

 2018年5月 第一生命保険ホールディング

 2018年7月 日本生命

 2018年9月 明治安田生命

 2018年9月 丸紅
10
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